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コロナ感染症対策についての特殊勤務手当を確認
対策本部等職員の過重労働を回避しなければ持続的なコロナ対策はできない

管理職であっても、人事委員会勧告に基づかない県職員の給与（一時金）削減はルール違反です！

保健福祉事務所や対策本部の過重労働解消を
　現時点でも多くの職員が、病院等の医療現場や保健福祉事務所、対策本部、軽症者等の宿泊施設などの最前線で頑張っています。

しかし当該現場では、増加する業務対応などで職員の負担は増大しており、さらなる増員が必要です。

　継続的なコロナ対策を維持するためには、職員の過重労働は何としても回避すべきです。引き続き不急な業務を大胆に見直し、必要な部署に人員を集中するよう強く要請します。

　現時点での対策本部の組織及び業務分担、保健福祉事務所業務の軽減策は裏面のとおりです。
コロナ対策に係る特殊勤務手当の特例の概要

　県労連として特勤手当を次のとおり確認しました。

◇業務場所（次のいずれかに該当する場合）
①多数の新型コロナウイルス感染症患者等が滞在する施設

 （例） ダイヤモンド・プリンセス号等 

②多数の新型コロナウイルス感染症患者等が滞在するための施設　（例） 軽症者宿泊療養施設、病院等 

③ ①又は②に準ずる場所　（例） 移送車両、検査のための施設、疫学調査等をする場合の新型コロナウイルス感染症患者等の 自宅等（これらの場所や①②を結ぶ新型コロナウイルス感染症患者等の動線上の区域を含む。 ）
※ 新型コロナウイルス感染症患者等…新型コロナウイルス感染症の病原体を有し、又は有する疑いのある人。

◇業務内容（次のいずれかに該当する場合）

① 新型コロナウイルス感染症患者等に接する業務又は新型コロナウイルス感染症の病原 体が付着し、若しくは付着している疑いのある物件に接触する業務であって人事委員会が 定めるもの

（例） 検体採取、PCR 検査、疫学調査、移送等 

② ①に準ずる業務として人事委員会が定める業務

  （例） 軽症者宿泊療養施設における生活支援等
◇手当額

●日額 3,000 円（現感染症等接触手当350 円/日） 

●以下の作業に従事した場合には日額 4,000 円

・新型コロナウイルス感染症患者等の身体に直接接触する業務・新型コロナウイルス感染症患者等に長時間にわたり接する業務 等

管理職手当受給者への一時金カットについて

　黒岩知事は4月30日の記者会見で、「姿勢を示すことは大事」として、知事、副知事等の特別職の一時金削減とともに、管理職手当受給者について今年6月期と12月期の一時金の８％削減を発表しました。

〇管理職も一体となってコロナ対策にあたっています

　新型コロナウイルス感染症対策については、知事部局でも、保健福祉事務所や対策本部をはじめ、くらし安全防災局、健康医療局の職員や応援職員、応援職員を送り出した職場など、管理職も含めて全庁職員が一致団結して対応にあたっています。

　管理職であっても、日々尽力している職員の一時金を削減することは、到底理解できません。「姿勢を示す」なら特別職で十分です。

〇賃金・一時金は、人勧を基に労使交渉で決めるもの

　また、管理職を含めて、私たちの給与・一時金は、県人事委員会勧告を基に、労使で自主交渉・自主決着により決めるのがルールです。

　県人事委員会勧告とそれに基づく労使交渉によらない給与削減は、それが管理職だけを対象としたものであっても、ルールを逸脱したものであり、労使関係の信頼関係を損ねかねないものです。
対策本部の組織及び業務分担
	部門
	班名
	分担業務
	人員

	企画
調整
部門
	企画班
	対策の企画、全体調整
医療機関のデータ収集
ウィルス治療薬等情報収集
	6

	
	特命・行政連携班
	全体の特命事項
検査体制拡大、先端技術
人・物・金の調達
企業等からの寄付
	27

	
	ＩＴ班
	LINE相談システムの構築
陽性患者のフォローアップシステム
本部情報基盤の運営
	13

	
	広報・報道班
	戦略的広報
記者会見対応
	9

	
	支援班
	各班の支援
	7

	
	小計
	62

	医療
提供
部門
	医療機関調整班
	重点医療機関調整
高度医療機関調整
	6

	
	宿泊療養班
	宿泊施設の確保、運営
市町村施設との連携
	44

	
	集合外来班
	集合外来調整
	5

	
	搬送調整班
	搬送手段確保、搬送調整
	6

	
	物資調整班
	医療用資材等物品（マスク等）の受入、保管、配布
	6

	
	感染症対策班
	重点医療機関、宿泊施設等の感染対策、感染対策指針、研修、指導、クラスター対策
	2

	
	地域療養支援班
	コールセンター
帰国者・接触者相談センター
問合せメール・FAX対応
陽性者フォローアップ
	9

	
	小計
	78

	総務
部門
	庶務班
	対策本部の庶務
	5

	
	経理班
	予算調整、経理・契約
	10

	
	議会全国知事会対応班
	議会、全国知事会対応
	2

	
	小計
	17

	合　　計
	157


保健福祉事務所業務の軽減策
１　帰国者接触者センターの外部委託化
（委託前）

〇専用ダイヤル　平日休日9時～21時　6人（県職員2人、派遣職員4人）
〇帰国者・接触者相談センター
　平日17時～21時　2人（県職員1人、派遣職員1人）
　平日21時～翌9時及び休日　4人（県職員2人、派遣職員2人）
（委託後）4月22日から
〇専用ダイヤル　平日休日9時～21時
〇帰国者・接触者相談センター 平日休日24時間対応
　軽症者・無症状者の自宅サポート用のダイヤル等を含め
　9時～21時　　オペレーター30人　看護師10人
　21時～翌9時　オペレーター4人　看護師2人
２　市町からの保健師応援

　政令市以外の市から県の保健福祉事務所に保健師を派遣していただいている。

　平塚市⇒平塚保健福祉事務所　1人

　秦野市⇒平塚保健福祉事務所秦野センター　1人

　鎌倉市⇒鎌倉保健福祉事務所　1人

　海老名市⇒厚木保健福祉事務所　1人

３　県庁の他部署から等からの職員の応援

　各県政総合センターから事務職委員を応援

　湘南県政総合C⇒平塚保健福祉事務所　1人

　　　　　　　　　　　同秦野センター　1人

　横須賀三浦県政総合C⇒鎌倉保健福祉事務所　1人

　県西県政総合C⇒小田原保健福祉事務所　1人

　県央県政総合C⇒厚木保健福祉事務所　1人

４　派遣の看護師の配置

　各保健福祉事務所及び各センターに1人ずつ、派遣会社の看護師を配置
休業等で生活の危機にある働く仲間、子供への支援を
緊急事態宣言に伴う休業等により、収入の道を断たれ、または収入が激減し、生活の危機に瀕している多くの労働者、勤労者、そして子供たちがいます。

私たちは働く者の連帯として、こうした方々への支援を呼びかけています。

県は5月12日に、医療・福祉従事者を支援するための基金を創設しました。日々最前線で奮闘する医療・福祉従事者への支援は大変重要なことです。

一方で、明日の生活も見通せない状況の労働者や勤労者、そして子供たちへの支援も急務です。

現時点で、生活の危機に瀕している労働者や勤労者、子供たちへの支援を明確にしている支援団体を紹介します。（今後も順次紹介していく予定です。）。

具体的な支援方法等については、各団体のＨＰをご覧ください。

〇赤い羽根共同募金（社会福祉法人中央共同募金会）

～支える人を支えよう！赤い羽根 新型コロナ感染下の福祉活動応援全国キャンペーン

3つの支援事業

　　Ａ　子どもと家族に緊急支援活動応援

　　Ｂ　フードバンクの活動応援

　　Ｃ　居場所を失った人への緊急活動支援

〇反貧困ネットワーク

　新型コロナウイルス緊急ささえあい基金

～反貧困ネットワークが中心となり、「新型コロナ災害緊急アクション」に参画する協働団体を通じて給付。住まいを喪失し、行き場のない人に対する緊急宿泊支援の実施、日々の生活費に事欠いている方に緊急小口給付などを行う団体が対象。

	　県が創設した「かながわ医療・福祉等応援基金」については、5億円を県から拠出するとし、その原資は知事をはじめ特別職、管理職手当受給者の一時金の削減分としています。

知事を含めた特別職は「自らの意思」かもしれませんが、管理職にとっては「強制」です。これは「寄付」の精神に反したものです。
県から拠出する原資が必要であれば、事実上休止している「不急」の事業の予算を組み替えて捻出すべきです。
　今後、間違っても、一般職員に対して、寄付を強制・強要することの無いよう強く申し入れるとともに、当局の動向を監視していきます。


